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 令和６年 10 月１日（火） 
【照会先】 

厚生労働省山口労働局労働基準部 

労働基準部長  上  条 訓  之 

賃金室賃金指導官  吉  冨  雄  治 

 電   話   083-995-0372 

最低賃金の履行確保に係る監督指導結果を発表します 

 

山口労働局（局長：友
とも

住
ずみ

 弘一郎
こういちろう

）では、最低賃金の履行確保を図るため、本年１月から

３月にかけて県内７労働基準監督署（※１）において、最低賃金に近い賃金額で働く労働

者が多いと考えられる業種等の事業場に対し集中的な監督指導（※２）を実施し、その結

果を取りまとめましたので、公表します。 

最低賃金を時間額 979 円に改正した場合、26.8％の労働者が最低賃金を下回るとの調査

結果があります（令和６年度最低賃金基礎調査）。このため、山口労働局では、引き続き、

監督指導の実施や改正決定した最低賃金額の周知を行うとともに、賃金引上げに関する各

種支援策の活用勧奨を行ってまいります。 

 

１  監督指導の実施事業場数 

469 事業場うち、最低賃金法違反があったのは、21 事業場（全体の 4.5％）。 

飲食業（6.1％）、商業（4.9％）、保健衛生業（3.5％）の順で違反率が高い。 

 

２ 違反事業場の最低賃金額以上を支払っていなかった理由 

  「賃金を時間額に換算して比較していなかった」（７事業場、33.3％） 

「最低賃金の改定を知っていたが賃金の改定をしていなかった」（５事業場、23.8％） 

「適用される最低賃金額を知らなかった」（４事業場、19.0％） 

     

３ 監督実施事業場の最低賃金未満の労働者の状況 

山口県最低賃金未満の労働者 45 人のうち、非正規労働者（パート、アルバイト、契約

社員等）が 32 名（71.1％）。また、女性が 31人（68.9％ ）。  

 

４  監督実施事業場の最低賃金の周知効果 

監督を実施した 469 事業場のうち、「改定後の最低賃金額を知っている」、443 事業 

場（94.4％）「改定後の最低賃金額は知らないが、最低賃金が適用されることは知って 

いる」20事業場（4.3％）。  

※１ 下関、山口、宇部、徳山、岩国、下松、萩労働基準監督署の７署です。 

※２ 監督指導で法令違反を認めた場合には、是正期日を定めて是正勧告書等の文書交付により指導を行います。 

 

～最低賃金の大幅な引上げがあったものの違反率は改善。ただし、飲食業の違反率は依然として高い～ 



【山口労働局における今後の取り組み】 

１ 改定後の最低賃金についての幅広い周知 

⑴ 県内自治体の広報誌・ホームページへの掲載要請 

⑵ 経営者団体、業種別事業者組合等への周知要請 

⑶ アルバイトを行う学生への周知を県内大学に要請 

⑷ 金融機関、スーパー等へのポスター掲載依頼 

⑸ 法令違反事業場に対し、最低賃金改定後のポスター、リーフレット等の送付 

 

２ 最低賃金の履行確保を図るため、最低賃金に近い賃金額で働く労働者が多いと考えら

れる業種等の事業場に対する監督指導の実施。 

 

３ 賃金引上げに関する各種情報提供及び「業務改善助成金」その他の各種支援策の周知 

 

添付資料 

１ 山口県最低賃金リーフレット 

２ 業務改善助成金リーフレット 

３ 労働基準行政について 

４ 労働基準監督の仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



図表１ 最低賃金監督実施結果 

 

  
 

図表２ 男女別最低賃金未満の労働者数 

※１ 労働者全員に対する割合である。 

※２ 男女計の人数に対する割合である。 

 

図表３ 最低賃金未満者 勤務形態別 内訳 

※ 割合は非正規雇用（「非正規計」）に対する人数の割合である。 
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 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

監督実施事業場数 471 468 474 468 469 

違反事業場数 44 24 36 33 21 

違反率 9.3％ 5.1％ 7.6％ 7.1％ 4.5％ 

監督実施事業場数の労働者数 5,212 4,243 5,674 4,265 4,643 

同上のうち最賃未満労働者数 118 58 83 56 45 

最賃未満の労働者の割合 2.3％ 1.4％ 1.5％ 1.3％ 1.0％ 

山口県最低賃金額 829 円 829 円 857 円 888 円 928 

対前年度引上額 27 円 0 円 28 円 31 円 40 円 

対前年度上昇率 3.4％ 0％ 3.4％ 3.6％ 4.5％ 

 男女計 男性 女性 

最賃賃金未満の労働者   45 14 31 

1.0％（※１） 31.1％（※２） 68.9％（※２） 

最低賃金未満者数 45 

非正規計 32 

非正規の割合 71.1％ 

パート アルバイト 契約社員 派遣 嘱託 

23 ４ ２ ０ ３ 

71.8％※ 12.5％※ 6.3％※ ０％ 9.4％※ 

図表１ 最低賃金監督指導結果 

監督 

事業場数 

違反事業場数 



図表４ 業種別違反率 

図表５ 違反事業場の最低賃金に関する認識 

※ 割合は監督実施事業場数に対する割合である。 

図表６ 違反事業場が最低賃金額を支払っていない理由(複数回答） 

 ※１ 割合は、違反事業場に対する割合（％）である。 

 ※２ 複数回答可のため、事業場の合計は違反事業場数を超える。   

図表７ 業務改善助成金に関する認識 

 

 監督事業場数 違反事業場数 違反率 

製造業 39 ０ ０％ 

   商業 266 13 4.9％ 

保健衛生業 85 ３ 3.5％ 

  飲食業 49 ３ 6.1％ 

  旅館業 17 ０ ０％ 

その他 13 ２ 15.4％ 

   合計 469 21  4.5％ 

項目 監督事業場数 違反事業場数 

適用される最低賃金を知っている。 443 

（94.4％） 

11 

（2.3％） 

最賃額は知らないが、最低賃金が適用されるこ

とは知っている。 

20 

（4.3％） 

６ 

（1.3％） 

最低賃金が適用されることを知らなかった  

 

６ 

（1.3％）   

４ 

（0.9％） 

項目 監督事業場数 

適用される最低賃金額を知らなかった。 ４（19.0％） 

最低賃金の改定を知っていたが、賃金の改定をしていなかっ

た。 

５（23.8％） 

賃金を時間額に換算して比較していなかった。   ７ 

労働者から最賃額未満で働かせてほしいとの申し出があり、 

合意があれば最賃額未満でもよいと思っていた。 

 

 

その他  

（親族だから適用されないと思っていた。） １ 

（賞与が最低賃金の算定基礎に含まれると思っていた。） １ 

 

 

１ 

（最低賃金に算入すべき賃金を理解していなかった。） １ 

項目 知っている 知らない 

労働局の業務改善助成金を知っているか 208（44.3％）   261（55.7％） 

（まかない等の現物支給をしていたため、最賃額未満でも良いと 

思っていた。） 

４（19.0％） 

２（9.5％） 

（33.3％） 



図表７ 令和６年度「最低賃金基礎調査」における県最賃適用労働者の分布率 

時間額(円) 
影響率（％） 

全体 一般 パート 女 

971 25.7 8.8 53.0 32.7 

972 25.8 8.9 53.1 32.8 

973 25.9 9.0 53.1 33.0 

974 25.9 9.0 53.1 33.0 

975 26.0 9.1 53.2 33.1 

976 26.2 9.3 53.3 33.3 

977 26.2 9.4 53.3 33.4 

978 26.3 9.5 53.3 33.5 

979 26.8 9.6 54.4 33.9 

980 26.9 9.7 54.6 34.1 

981 28.4 10.0 57.9 35.9 

982 28.4 10.0 58.0 36.0 

983 28.5 10.1 58.1 36.1 

984 28.7 10.2 58.4 36.3 

985 28.7 10.2 58.4 36.4 

986 29.0 10.5 58.7 36.8 

987 29.1 10.5 58.8 37.0 

988 29.1 10.6 58.9 37.0 

989 29.6 11.0 59.5 37.6 

990 29.6 11.0 59.6 37.6 

◎説明 

 
   

 「最低賃金に関する基礎調査」とは、中小零細企業又は事業所の労働者の賃金の実態及び賃金改

定の状況等を把握し、中央最低賃金審議会、地方最低賃金審議会における最低賃金の決定、改正等の

審議に資することを目的とするもの。 

当該表の数値は、令和６年度「最低賃金に関する基礎調査」により得た分布の累積値で、一番左

列の時間額の影響率(左の列未満の額の賃金を支払われている労働者の割合)を示すもの。 

 同調査の結果から令和６年 10月１日に山口県最低賃金（地域別最低賃金）が１時間 979円に改定され

ることによって県内労働者全体の 26.8％に影響を及ぼすことが明らかとなった。 

また、県内労働者全体からパート労働者を除いた一般労働者に係る影響率は、9.6％であった。 

さらに、パート労働者に係る影響率は、54.4％であった。 

 

 







令和６年度業務改善助成金のご案内

業務改善助成金は、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を30円以上引き上げ、生産性向
上に資する設備投資等を行った場合に、その設備投資等にかかった費用の一部を助成する制度です。

申請期限：令和６年12月27日
（事業完了期限：令和７年１月31日）

事業場内最低賃金
の引上げ計画

設備投資等の計画
機械設備導入､コンサルティン
グ､人材育成･教育訓練など

業務改善助成金を支給
（最大600万円）

業務改善助成金とは？

対象となる設備投資など

助成上限額や助成率などの
詳細は中面をチェック！

助成対象事業場における、生産性向上に資する設備投資等が助成の対象となります。
また、一部の事業者については、助成対象となる経費が拡充されます。

経 費 区 分 対 象 経 費 の 例

機器・設備の導入 • POSレジシステム導入による在庫管理の短縮
• リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮

経営コンサルティング 国家資格者による、顧客回転率の向上を目的とした業務フロー見直し

その他 顧客管理情報のシステム化

対象事業者・申請の単位

※ 事業場内最低賃金の引上げ計画と設備投資等の計画を立てて申請いただき、交付決定後に計画どおりに事業を進め、事
業の結果を報告いただくことにより、設備投資等にかかった費用の一部が助成金として支給されます。

• 中小企業・小規模事業者であること
• 事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が50円以内であること
• 解雇、賃金引下げなどの不交付事由がないこと

以上の要件を満たした事業者は、事業場内最低賃金の引上げ計画と設備投資等の計画を立て、
（工場や事務所などの労働者がいる）事業場ごとに申請いただきます。

申請の流れや注意事項は
裏面をチェック！

助成対象経費の具体例について、詳しくは、リーフレット中面（生産性向上のヒント集）をご覧ください。

別々に
申請

助成金額の計算方法

助成される金額は、生産性向上に資する設備投資等にかかった費用に一定の助成率をかけた金額と
助成上限額とを比較し、いずれか安い方の金額となります。

＜例＞
○事業場内最低賃金が928円
→助成率4/5（生産性要件を満たさない場合）
○8人の労働者を1,018円まで引上げ（90円コース）
→助成上限額450万円
○設備投資などの額は600万円

480万円
(＝600万円×4/5)

450万円
(＝助成上限額)＞

450万円が支給されます。

（設備投資費用×助成率） （90円コースの助成上限額）

工場A 事務所B

計画の承認
と実施



助成上限額・助成率

コース
区分

事業場内
最低賃金の
引き上げ額

引き上げる
労働者数

助成上限額

右記以外
の事業者

事業場規模
30人未満の
事業者

30円
コース 30円以上

１人 3 0 万円 6 0万円
２～３人 5 0 万 円 9 0万 円
４～６人 7 0 万 円 1 0 0万 円
７人以上 1 0 0 万 円 1 2 0万 円
10人以上※ 1 2 0 万 円 1 3 0万 円

45円
コース 45円以上

１人 4 5 万円 8 0万円
２～３人 7 0 万 円 1 1 0万 円
４～６人 1 0 0 万 円 1 4 0万 円
７人以上 1 5 0 万 円 1 6 0万 円
10人以上※ 1 8 0 万 円 1 8 0 万 円

60円
コース 60円以上

１人 6 0 万円 1 1 0万円
２～３人 9 0 万 円 1 6 0万 円
４～６人 1 5 0 万 円 1 9 0万 円
７人以上 2 3 0 万 円 2 3 0 万 円
10人以上※ 3 0 0 万 円 3 0 0 万 円

90円
コース 90円以上

１人 9 0 万 円 1 7 0万 円
２～３人 1 5 0 万 円 2 4 0万 円
４～６人 2 7 0 万 円 2 9 0万 円
７人以上 4 5 0 万 円 4 5 0 万 円
10人以上※ 6 0 0 万 円 6 0 0 万 円

助成上限額

900円未満 9/10
900円以上
950円未満 ４/５(9/10)

9 5 0円以上 ３/４(4/5)

（ ）内は生産性要件を満たした事業場の場合

※ 10人以上の上限額区分は、特例事業者が、10人以上の労働者の賃金を引き上げる
場合に対象になります。

▶ 事業場内最低賃金である労働者
▶ 事業場内最低賃金である労働者の賃金を引き上げることにより、賃金額が追い抜かれる労働者
が「引き上げる労働者」に算入されます。
（ただし、いずれも申請コースと同額以上賃金を引き上げる必要があります。）

＜例：事業場内最低賃金950円の事業場で30円コースを申請する場合＞
Ａ：事業場内最低賃金である労働者なので、「引き上げる労働者」に算入可
Ｂ：申請コース以上賃金を引き上げていないので、算入不可
Ｃ：Ａに賃金額が追い抜かれる労働者であり、かつ、申請コース以上賃金を引き上
げているので、算入可

Ｄ：既に引上げ後の事業場内最低賃金以上なので、算入不可

助成率

「引き上げる労働者数」の数え方

① 賃金
要件

申請事業場の事業場内最低賃金が950
円未満である事業者

②
物価
高騰等
要件

原材料費の高騰など社会的・経済的環
境の変化等の外的要因により、申請前
３か月間のうち任意の１か月の利益率
が前年同月に比べ３％ポイント※以上
低下している事業者

特例事業者

※「％ポイント（パーセントポイント）」とは、パーセ
ントで表された２つの数値の差を表す単位です。

以下の要件に当てはまる場合が特例事業者と
なります。なお、②に該当する場合は、助成
対象経費の拡充も受けられます。

＜事業場内最低賃金とは？＞
事業場で最も低い時間給を指します。
（ただし、業務改善助成金では、雇入
れ後３か月を経過した労働者の事業場
内最低賃金を引き上げていただく必要
があります。）
事業場内最低賃金の計算方法は、地域
別最低賃金（国が例年10月頃に改定す
る都道府県単位の最低賃金額）と同様、
最低賃金法第４条及び最低賃金法施行
規則第１条又は第２条の規定に基づい
て算定されます。
ご不明点があれば、山口労働局の雇用
環境・均等室または賃金室までお尋ね
ください。

物価高騰等要件に該当する事業者は、一定の
自動車の導入やパソコン等の新規導入が認め
られる場合がございます。詳しくはP3の
「助成対象経費の特例」をご覧ください。



賃金引上げに当たっての注意点

助成対象経費の具体例

助成対象経費の具体例は、「生産性向上のヒント集」や厚生労働省ウェブサイトに掲載されています。

生産性向上のヒント集 検 索

• 地域別最低賃金の発効に対応して事業場内最低賃金を引き上げる場合、発効日の前日までに引き上げて
いただく必要があります。

• 引上げ後の事業場内最低賃金額と同額を就業規則等に定めていただく必要があります。
• 令和６年度より、複数回に分けての事業場内最低賃金の引上げは認められなくなりましたので、ご注意
ください。
（例）10月1日に新しい地域別最低賃金（928円→975円）が発効される場合

発効日の前日（9月30日）までに事
業場内最低賃金の引上げ（930円
→975円）を完了（※）

発効日の当日（10月１日）に
事業場内最低賃金の引き上げ
（930円→975円）を実施 対象外対象！

助成対象経費の特例

特例事業者のうち、②物価高騰等要件に該当する場合、通常は、助成対象となる生産性向上に資する設
備投資等として認められていないパソコン等や一部の自動車も助成対象となります（パソコン等は新規
導入に限ります）。

助 成 対 象 経 費 一般
事業者

特例事業者
（②のみ）

生産性向上に資する設備投資等 〇 〇

生産性向上に資する設備投資等のうち、
• 定員７人以上または車両本体価格200万円以下の乗用自動車や貨物自動車
• PC、スマホ、タブレット等の端末と周辺機器の新規導入

× 〇

※ あわせて、就業規則等に事業場内最低賃金が975円である
旨、定めていただく必要があります。



注意事項・お問い合わせ等

業務改善助成金 検 索

• 過去に業務改善助成金を活用した事業者も助成対象となります。
• 予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。
• 交付決定前に助成対象設備の導入を行った場合は助成の対象となりません。
• 必ず最新の交付要綱・要領で助成要件をご確認ください。

（参考）働き方改革推進支援資金
日本政策金融公庫では、事業場内最低
賃金の引き上げに取り組む方に、設備
資金や運転資金の融資を行っています。
詳しくは、事業場がある都道府県の日
本政策金融公庫の窓口にお問い合わせ
ください。

日本政策金融公庫
店舗検索

（R６.３）

交付申請書等の提出先は山口労働局 雇用環境・均等室です
〒 7 5 3 - 8 5 1 0  山口市中河原町 6番1 6号山口地方合同庁舎 2号館5階 電 話： 0 8 3 - 9 9 5 - 0 3 9 0

• 生産量要件や関連する経費が終了しました。
• 事業完了期限が、2025（令和７）年１月31日※になりました。
※やむを得ない事由がある場合は、理由書の提出により、2025（令和７）年３月31日とできる場合があります。

• 令和６年度から同一事業場の申請は年１回までとなりました。

助成金支給の流れ

事業場所在地を管轄する都道府県労働局に対し、所定の様式で交付申請を行っていただきます。
労働局による申請内容の審査を経て交付決定がなされたら、申請内容に沿って事業を実施してください。
事業完了後、労働局に事業実績報告と助成金支給申請を行っていただくと、労働局による報告内容の審
査を経て、助成金が支給されます。

注意事項

令和５年度からの主な変更点

参考ウェブサイト

• 厚生労働省ウェブサイト「業務改善助成金」
最新の要綱・要領やQ&A（「生産性向上のヒント集」）、
申請書作成ツールや業務改善助成金の活用事例集などを掲載しています。

• 最低賃金特設サイト
全国の地域別最低賃金や中小企業支援事業について掲載しているほか、
サイト内の「賃金引き上げ特設ページ」では、賃金引上げに向けた取組
事例などを紹介しています。

お問い合わせ

最低賃金特設サイト 検 索

業務改善助成金についてご不明な点は、業務改善助成金コールセンターまでお問い合わせください

電話番号：0120-366-440（受付時間 平日 8:30～17:15）

交付申請

交付申請書・事業実施
計画書等を

都道府県労働局に提出

交付決定

交付申請書等を
審査の上、通知

事業の実施

申請内容に沿って
事業を実施

（賃金の引上げ、設備の導
入、代金の支払）

事業実績報告

労働局に事業実績報告
書等と助成金支給申請

書を提出

交付額確定と助成金支払い

事業実績報告書等を審査し、
適正と認められれば交付額の確定
と助成金の支払いを実施

助成金受領

ここで助成金が
振り込まれます



度重なる指導にもかかわらず是正を行わ
ない場合など重大または悪質な事案につ
いて、取調べ などの任意捜査や捜索・差
押、逮捕などの強制捜査を行い、検察庁
に送検。

労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法などの労働基準関係
法令は、罰則をもって最低の労働条件の遵守を求めるものである。
法令違反があった場合に、労使間の交渉や民事裁判による紛争

解決だけでは長時間を要する等、権利救済の観点からは不十分で
ある。このため、違反行為の発生を未然に防止し、かつ、早急に
是正させるための機能を持つ、労働基準監督官制度を設けている。

労働基準監督行政について

臨検監督

工場や事務所などに立ち入り、機械・設
備や帳簿などを検査して労働基準法など
の法律違反が認められた場合、是正勧告
（*）、機械・設備などの使用停止など
を命ずる行政処分を行う。

【概要・仕組み】

(＊) 法律違反を認めた場合、是正期日を定めて是正
勧告書を交付することによりその是正を指導し、是正
の報告や再び監督を行うことによりその是正を確認す
ることとしている。

災害調査

重篤な労働災害が発生した場合に災害の
発生現場に赴き、労働災害発生原因を調
査し、事業主に災害発生防止対策を講じ
させる。

司法警察実務

厚生労働省山口労働局



労働基準監督の仕組みについて

事業場への訪問

主体的、計画的に
対象事業場を選定

労働者からの申告

事業場の立入検査
事情聴取、帳簿の確認など

文書指導
是正勧告・改善指導・使用停止命令等

事業場からの是正・報告 再度の監督の実施

指導の終了 送検

法違反が認められなかった場合 法違反が認められた場合

是正・改善が確認された場合

是正されない場合

重大・悪質な
事案の場合

注１ 上図は一般的な流れを示したものであり、事案により異なる場合もあります。
注２ 監督指導は、原則として予告することなく実施しています。

※労働基準監督官の主な仕事になります

労働災害
の発生

厚生労働省山口労働局


